
 

 
 

政策会議付議事案書（令和５年１０月１６日） 

提案課名 市民税課  資産税課  交通住宅課 

報告者名 片野 新治 桐山 俊克 大嶋 崇志 

事案名 秦野市市税条例の一部を改正することについて 資料 有 

目
的

・
必
要
性 

令和５年度の地方税法の一部改正に伴い、市税条例に次のとおり改正の必要が生じ

たものです。（地域決定型地方税制特例措置：わがまち特例） 

１ 目的 

令和５年度税制改正（令和６年度課税より適用）において、新たに規定された

「長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る固定資産」につい

て、対象資産の固定資産税の減額率を定めるものです。 

２ 必要性 

  次の条件により、マンションの区分所有者から特例の申請があった場合、固定資

産税の減額を行う必要があります。 

(1) 築後２０年以上経過している１０戸以上のマンション 

(2) 令和５年３月３１日までに長寿命化工事を行っているマンション 

(3) 本市の「マンション管理適正化推進計画」に基づき、積立金を一定以上に引き

上げたうえで各マンションの管理に関する計画が認定されたマンション又はマ

ンションの管理の適正化を図るために必要な助言若しくは指導を受けて長期修

繕計画を適切に見直したマンション 

(4) (1)～(3)に掲げる全ての条件を満たしたマンションで、令和５年４月１日から

令和７年３月３１日までの間に長寿命化に資する大規模修繕工事を実施したも

の 

  これらの条件に基づき、工事が完了した年の翌年度に限り、固定資産税の減額を

適用するものです。 

経
過

・
検
討
結
果 

【法律の公布の経過】 

１ 令和５年３月３１日 地方税法等の一部を改正する法律公布 

 （施行日：令和５年４月１日） 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

秦野市市税条例の一部を、次のとおり改めること。 

１ 本減額措置における減額率を参酌基準である３分の１とすること。 

議題３ 
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今
後
の
取
扱
い 

１ 令和５年１１月   令和５年１２月第４回市議会定例月会議に上程 

２ 令和５年１２月   公布の日からの施行とし、 

            税制度改正周知(ホームページ等) 
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議案第  号  

 

   秦野市市税条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市市税条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和５年１１月  日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

地方税法の一部改正により、長寿命化を図るために大規模修繕工事を行った

マンションについて、固定資産税額の減額割合を設定するため改正するととも

に、字句の整理を行うものであります。 

 

資料１ 
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秦野市条例第  号  

 

秦野市市税条例の一部を改正する条例 

 

秦野市市税条例（平成元年秦野市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第３５条第７項前段中「き損し」を「損傷し」に改め、同項後段中「き損」

を「損傷」に改める。 

附則中第５４項を第５５項とし、第３８項から第５３項までを１項ずつ繰り

下げ、第３７項の次に次の１項を加える。 

３８ 法附則第１５条の９の３第１項の条例で定める割合は、３分の１とする。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第  号 秦野市市税条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

網かけ部分以外は、字句の整理によるものです。 

新 旧 

（原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等） （原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等） 

第３５条 （略） 第３５条 （略） 

２－６ （略） ２－６ （略） 

７ 第１項又は第２項に規定する標識の交付を受けた者は、その

標識を損傷し、若しくは亡失し、又は摩滅したときは、直ちに

その旨を市長に届け出て、その再交付を受けなければならな

い。この場合において、その標識の損傷又は亡失がその者の故

意又は過失によるときは、弁償金として２００円を納めなけれ

ばならない。 

７ 第１項又は第２項に規定する標識の交付を受けた者は、その

標識をき損し、若しくは亡失し、又は摩滅したときは、直ちに

その旨を市長に届け出て、その再交付を受けなければならな

い。この場合において、その標識のき損又は亡失がその者の故

意又は過失によるときは、弁償金として２００円を納めなけれ

ばならない。 

８ （略） ８ （略） 

附 則 附 則 

２２－３７ （略） ２２－３７ （略） 

３８ 法附則第１５条の９の３第１項の条例で定める割合は、３

分の１とする。 

 

３９ （略） ３８ （略） 

４０ （略） ３９ （略） 

４１ （略） ４０ （略） 

４２ （略） ４１ （略） 
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４３ （略） ４２ （略） 

４４ （略） ４３ （略） 

４５ （略） ４４ （略） 

４６ （略） ４５ （略） 

４７ （略） ４６ （略） 

４８ （略） ４７ （略） 

４９ （略） ４８ （略） 

５０ （略） ４９ （略） 

５１ （略） ５０ （略） 

５２ （略） ５１ （略） 

５３ （略） ５２ （略） 

５４ （略） ５３ （略） 

５５ （略） ５４ （略） 

  

  

   附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第  号資料 

 

秦野市市税条例の一部を改正することについて 

 

１ 固定資産税の地域決定型地方税特例措置（わがまち特例※）の改正 

固定資産税の課税標準の特例割合を定めるわがまち特例について、次のと 

おり改正するものです。 

※ わがまち特例とは、国が一律に定めていた特例割合を法律の定める範

囲内において、地方自治体が自主的に判断し条例で決定する仕組みのこ

とです。 

(1) 長寿命化を図るため大規模修繕工事を行ったマンションに係る固定資産

税額の減額措置の創設（附則第３８項） 

ア 改正の概要 

      令和５年度税制改正（令和６年度課税より適用）において、新たに規

定された「長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る

固定資産」について、対象資産の固定資産税の減額率を定めるものです。 

減額率 参酌基準 対象期間 

１／３ 

１／３を参酌し、

１／６から１／２
の範囲内 

令和５年４月１日から令和７年３月

３１日までの間に工事が完了したマ

ンション 

イ 適用対象要件 

次に掲げる全ての条件を満たしたマンションで、令和５年４月１日か

ら令和７年３月３１日までの間に長寿命化に資する大規模修繕工事を実

施したものを対象とするものです。 

(ｱ) 築後２０年以上経過している１０戸以上のマンション 

(ｲ) 令和５年３月３１日までに長寿命化工事を行っているマンション 

(ｳ) 本市の「マンション管理適正化推進計画」に基づき、積立金を一定

以上に引き上げたうえで各マンションの管理に関する計画が認定され

たマンション又はマンションの管理の適正化を図るために必要な助言

若しくは指導を受けて長期修繕計画を適切に見直したマンション 

ウ 適用年度 

工事を完了した年の翌年度に限り、固定資産税の減額を適用するもの

です。 

２ 施行日 

  この条例は、公布の日から施行します。 
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